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ろ。事例分析を通じて、国労の戦闘的組合路線は、

経済的、制度的外部要因の反映だけではなく、組合

内の政治過程という政治的要因によっても形成され

たことを示す。第四セクションは、国労の組合内政

治分析に基づき、組合内政治が組合路線に及ぼす長

期的影響を検討する。第五セクションは、組合内政

治研究力S政治社会学の分野での理論に占める位摺凌
検討する。

１．はじめに

本稿は、労働組合内の政治過程がどのように組合

政策形成に影響をおよぼすのかという問題について

考察する。「組合内政治過程」または「組合内政治」

とは、組合路線をめぐる労働組合内部における派閥

間、または組合幹部と組合員との対立および妥協を

意味する。この研究課題の考察を通じ、本稿は先行

研究があまり注意を払わなかった問題一組合内政

治が労働組合の組合路線形成にどのように関与する

か－について理論的に明確化することを目的とす

る。本稿は第二セクションで、労働組合の路線形成

と組合内政治に関する先行研究のレビューを行う。

そして、主に欧米の組合の事例に基づいた先行研究

の分析枠組みを、どの程度日本の組合に当てはめる

ことができるか考察する。第三セクションでは、先

行研究から仮説を導きだし、それに基づいて具体的

な組合内政治過程の事例を分析する。本稿で分析す

る事例は、国労（国鉄労働組合）の組合内政治であ

2.組合路線形成に関する先行研究のし
ビュー

(1)外部要因による説明

労働組合の路線には二つの側面がある。－つ目の

側面は、組合活動の重点を政治領域、経済領域のど

ちらにおくか、すなわち組合路線が政治主義的かま

たは経済主義的であるかということである。二つ目

の側面は、要求の実現をストライキなどの組合員の
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動員で目指すかまたは交渉相手との協力関係を通じ
て行うか、すなわち組合路線が戦闘的かまたは協調
的であるかということである。このように違ったタ
イプの組合路線は、どのように形成されるのだろう
か。この問題は、これまでも労働運動・労働組合に
関する研究の中心的テーマであった。そして、研究
者の多くは、主に労働運動・組合の外的環境によっ
て路線の違いを説明した。例えばＳＭ、リプセット
は、第一次大戦前に欧米諸国の労働運勤が戦闘的・
政治主義的路線を志向した度合いの違いを説明する

ものとして二つの外部要因をあげた。一つは資本主
義発達前の社会制度における身分格差、もう一つは

支配階級が労働運動に対して抑圧的であったかどう
かである。彼は、西欧諸国の労働運動が政治的路線
を取ったのに対して、アメリカ合衆国の労働通勤が
政治主義路線を取らなかったことを指摘した。そし

て、その理由としてアメリカでは身分格差が明確で
なかったこと、支配階級が労働運動に対して抑圧的
でなかったことをあげた（LipseLI983)。Ｇマーク
スは、支配階級や国家の対労働運動政策だけではな

く、労働組合の経済的文脈にも注目した。彼は、第
一次大戦前のアメリカ、イギリス、ドイツの労働運
動を比較して、これらの国の活版工組合は共に経済
主義路線を志向したのに対し、炭坑労働者の組合は
どこでも政治主義路線を志向したと指摘した。彼に
よると、熟練工を組織した活版工組合は、組合員利
益を労働市場の枠組みのなかで追求することが可能
であったために、経済主義路線を志向した。一方、
非熟練工を組織した炭坑労働者組合は、労働市場の
枠組みのなかでは組合員利益を追求できなかったた
め、政治主義路線を志向した。すなわち、それぞれ

の組合の路線は、労働市場への適応力という外部要
因を反映したものとして説明された（Marks，1989)。
また、「制度学派（iIlstiluIi･naIism)」の研究者は、労
使関係制度を労働運動・組合の路線に影響を及ぼす
重要な外部要因とした。例えば、ＨＡクレッグは、
団体交渉制度は組合行動（unionbch圏viw）を規定す
る最も重要な要因であると論じた。彼は、欧米諸国
の団体交渉制度の構造や範囲と組合行動の関連を分
析して、労働組合の戦闘性(ストライキを行う傾向)は
団体交渉が地域または工場レベルに分散しているほ
ど高く、産業または国家レベルに集中しているほど
低いと指摘した（Clegg,l97dpp8-,)。
このように、先行研究の多くは、戦闘的・協調的

または政治的・経済的な組合路線は、社会制度、支
配層・国家の労働政策、経済状況、そして労使関係

制度などの外的環境に対応して形成されるという理
論的前提を取った。しかし、このような理論前提は
労働組合を外部環境に一様に反応する「統一的アク
ター」としてみなし、組合内政治過程を「ブラック
･ボックス」化してしまう問題がある。

j(2)組合内政治に関する研究

1970年代中頃までの欧米における組合内政治の

研究の主な関心は、組合民主主義の成立条件の問題
であった。これらの研究に共通するのは、組合民主
主義の条件として組合内に執行部に対する一定の反
対勢力が存在することをあげている点である。しか
し「反対勢力」の定義・存在する条件については研
究者の間で意見が分かれた(例えば､LipSeLTmw,and
CoIeman，1156;EdclsIcinandWamc｢ｂｌ９７６５Ｍａｍｎ,1,68;鈴
木、1998,96頁を参照)。

これらの組合民主主義に関する研究は、組合内の
政治過程力組合路線形成にどのように影響するかと
いう問題に関心を向けなかった。それには、二つの

理由が考えられる。一つには、これらの研究が労働
組合を一つの独立した「政治システム」として分析
して、組合とその交渉相手との関係に比較的無関心
であったためである。二つには、これらの研究の多
くが政治イデオロギーの影響を受けていたというこ
とである。すなわち、研究者は組合員の本質的な利
益についてあらかじめ前提を持ち、利益の定義を政
治過程として見なさなかったのである。研究者の
取った立場に応じて、組合員の本質的利益は経済主
義的または政治主義的であるとされ、その利益に
沿った路線を取るかとらないかで、その組合を民主

的または独裁的であると特徴づけた(SITccck,l98ap
31O-3mを参照)。

１９８０年以降の労働運動や労働政治の研究は、組
合内政治と組合路線形成の関係に関心を向けた。二
つの歴史的要因が研究の関心をこの問題に向けた。
一つには、１９７０年代にいくつかの先進工業国で見

られた､ネオ・コーポラテイズム制度の発展である。
二つには、１９８０年代に入り国際競争激化により先

進工業国の労使関係の環境が大きく変化したことで

ある。ネオ・コーポラティズム制度のもとでは、組
合の賃金要求抑制と､雇用安定や社会保障充実の｢取
り引き」が国家政治レベルで交渉される。そして組

合指導者は、政府・経営者の代表との「政治的取り
引き」について組合員の合意を得る（または組合員の
反対を抑える)ことが要求されろ。このような政治主
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義的・協調的路線を組合がとれるかは、組合内の政

治過程の展開にかかっている（例えば、Regini,1984；
WoIfb，1985;Swcnson，1,89)。1970年代までは、労働

組合は経営者や政府から雇用安定や社会保障に関す
る譲歩を勝ち取ってきたが、1980年代になると、
逆に経営者や政府が国際競争激化を理由に労働組合

側に譲歩を迫った。そこでいくつかの研究は、組合
の労使関係の環境変化に対する対応を分析し、組合

内の政治過程によって組合力譲歩に応じるか、抵抗
するかを説明した（例えば､Gold0,,1988;Yatos,ID9Z；
PcmscIQI995)。

これらの研究は、組合は一定の政策選択の幅を
持っていて、組合がどのような政策を選択するかは

外部要因を直接反映するのではなく、組合内政治過
程の結果決まることを理論前提にしていろ。組合幹
部は交渉相手（経営者・政府）に対して協調と対立、
一般組合員に対しては統制と動員という政策選択を

持っているが、双方から矛盾した圧力を受けて政策
選択のディレンマに立たされる。すなわち、組合幹
部は交渉相手から組合員を統制することを要求され

るが､交渉相手と協調的政策を取り統制を強めると、

一般組合員や組合役員は組合幹部に対する支持を撤

回して、「一般組合員の反乱」や派閥抗争が起こる。
一方、組合幹部が組合員を統制できなくなったり、
組合員の圧力に応じて動員を強め戦闘的政策を取る

と、逆に交渉相手から組合指導者の正統性

(lcgitimacy)が疑われる。組合政策は、組合幹部、組

合役員、一般組合員の政策選択のディレンマをめぐ

る政治過程によって形成されるのである(SabcLll81i
図Ｉを参照)。

組合内の政治過程がどのように展開するかは、研
究対象の組合によってさまざまであるが、これらの

研究は政治過程の分析に二つのアプローチをとる。
一つ目のアプローチは、組合内政治を協調的な組合
幹部・役員と（少なくとも時折）戦闘的な一般組合
員(mnk-and-fTle）との間の組合政策をめぐる争いと
見る。このアプローチによると、組合の政策決定過
程が「民主主義的」で一般組合員が積極的に政策議
論に参加する場合、組合幹部・役員は一般組合員か
らの圧力にさらされる。その結果、組合が「政治的
取り引き」を拒否したり、経営者・政府に対する譲
歩を渋ったりして、組合路線が戦闘化する可能性が
高まる(例えば､Yatcs,l91Z;Slcpan-No汀isandZciIlin,】9,5
を参照)。二つ目のアプローチは、組合内政治にお
ける幹部、役員、一般組合員の立場の違いについて

別の見方をとる。このアプローチによると、組合幹
部は経営者や政府に対して協調的立場を取る場合が
多いが、組合役員（特に職場レベルの役員）は現存す
る組合組織や団体交渉制度に既得権を持っており、
既得権を脅かすような譲歩に対して抵抗する傾向に
ある。しかし、一般組合員はそのような既得権を持
たず、厳しい経済状況のもとでは譲歩をやむを得な
いものとして受け入れやすい(例えば､Golden,1988)。
すなわち、これら二つのアプローチは、戦闘的な組
合政策の支持層が一般組合員であるか、または組合
役員であるかという点で評価が分かれる(1)。
同じ組合においても、組合内政治は時期によって

違った形で展開することがある。例えば、Ｏペル

セクの全米自動車労組(UAW〉の研究によると、経
済の好況と社会運動の盛り上がりの文脈のなかで、
1967年から７３年までの間ＵＡＷで「一般組合員
の反乱」が起こった。この時期の組合内政治は、反
乱を指導した活動家と、反乱をおさえようとした組
合幹部・役員層の間で争われた。一方７３年以降、
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特に８０年代の米国自動車産業の国際競争力衰退の

文脈において、組合内政治は経営者が求めた給料や

労働条件に関する譲歩をめぐり、組合幹部とローカ

ル役員の間で争われた。ローカル役員の多くは、組

合幹部が受け入れた職場レベルの労働条件規制の緩

和は、彼ら.彼女らの職場での地位を脅かすものと

して、執行部に反対する派閥を結成した。組合役員

の戦闘性に対し、一般組合員は不満を持ちつつ､議

歩は避けられないとする態度を取った(PcnIsck，

1,95）。

ことを意味しないということである。一部の研究者

は、民間大企業組合において労使協調路線が維持さ

れたのは、一般組合員の自発的意志によるというよ

りも、経営者が組合をコントロールし、組合民主主

義の欠如により執行部に反対する左派少数派やその

他の反対意見が抑圧されたためであると主張する

(例えば、山本、1981〉。特に、左派少数派に対する抑

圧は、組合幹部や経営者の「反共主義」によるもの

だとする（高橋、1985)。すなわち、これらの研究者

によると､労使協調路線主導による組合内政治の｢非

政治化」維持自体が、労使間の政治権力構造を反映

しているというのである…

このように、民間企業における組合員利益形成に

政治過程が関与するかどうかは、研究者の間で意見

が分かれろ。しかし、同じ「企業別組合」でも公共

企業体組合においては、民間大企業組合の組合内政

治が不活発になった後も、組合政策をめぐる議論は

活発であり続けた。特に、国労は社会党・共産党の

支持別に「民同派」と「革同派」に派閥化して、組

合政策をめぐり対立と妥協を繰り返した。欧米の組

合に基づいた分析枠組みがどの程度日本の労働組合

を説明できるのかという問題はあるが、本稿ではそ

のような分析枠組みを国労に当てはめることで、国

労の戦闘的組合路線の形成・継続を今までと違った

視角からの分析することを試みろ。

(3)組合内政治分析枠組みは日本の労働組合に

当てはまるか？

上記の組合内政治研究のレビューは、組合幹部が

政策選択ディレンマを持つことと、組合内対立には

二つのモデルがあることを示した。このような組合

内政治過程に関する分析枠組みは、主に欧米の産業

別組合のケース・スタディに基づいているため、企

業を組織単位とする日本の労働組合に当てはめるこ

とができるのかという疑問がある。

日本の企業別労使関係に関する研究の多くは、企

業別組合が代表する組合員の利益は同質性が高く、

利益形成に政治過程は関与しないという前提を持っ

ていたと考えられる。組合員利益の同質性について

は、主に二つの説明がされてきた。「社会要因説」

は、利益の同質性を組合員が「企業共同体」のメン

バーとして統合されて、企業意識を共有しているこ

とにより説明する（例えば､Dmc,1973;稲上、1981)。

｢経済要因説」は、利益の同質性を組合員が内部労

働市場の参加者として共有する経済的利益~幅広

い技能の取得と経営方針決定への発言一によって

説明する（例えば､Koike,1988;AokiJ988)。すなわち、

これらの研究は企業別組合の代表する利益の同質性

の高さを、利益が主に外部要因によって形成された

ことによって説明した。

企業別組合が代表する利益形成に政治過程が関与

するのかという問題について、本稿は詳細な議論に

入らないが(2)、ここではこの問題に関して二つの

点に触れたい。ひとつには、多くの民間大企業組合

では115ｏ年代末まで組合路線をめぐる左右対立が

あり、組合内政治は活発であったことである.すな

わち、少なくともある時期においては、企業別組合

の代表する利益の同質性は必ずしも高くなかった。

ふたつには、６ｏ年代以降の組合内政治の不活発化

は、必ずしも組合員の利益形成が「非政治化」した

3.国労の事例研究

本稿が試みる国労の戦闘的路線の説明は、これま

での国労研究とは違った視角に基づく。国労の組合

路線は、これまで制度的、経済的、社会的要因など

組合の外部環境による説明がされてきた。これらの

研究を簡単にまとめると、制度的要因説は、公労法

(公共企業体等労働関係法）のストライキ禁止や、公

労委（公共企業体等労働委員会）による調停・仲裁制

度などの公共企業における労使関係制度を組合の戦

闘化の原因としてあげる（例えば、新川、1914)。経

済的要因説は、国労や動労の推進した反合】里化闘争

などの戦闘的路線を、国鉄が民間企業とちがい市場

競争にあまりさらされていなかったことで説明する

(例えば、Hiwa1ariJ,97)。社会的要因説は、現業職員

が形成する彼ら独自の社会的関係と管理職員に対し

て持つ「奴らと俺たち」の意識が組合の戦闘路線を

促進したとする（稲上、1979を参照)。これらの外部

環境による説明に対して、本稿は国労内の派閥抗争

5４

」



Ｉ 組合内政治と組合路線一国労の珈例研究を通じた理論的考察一

に焦点をあてることで、組合政策形成における政治して国労（国鉄労働組合）が結成された。結成当時
的要因の重要性を強調する。国労は、国鉄労働者全てを組織した。しかし、機関
このセクションは、１９５０年代後半から1,87年の士が職能間平等化の動きに反発して、１９５１年に職

国鉄分割民営化までの国労の組合内政治を分析す能的既得権の回復を目的として機労（国鉄機関車労
る。分析の目的は、国労の組合路線を形成した政治勘組合､後の動労）を結成し、国労から脱退した（稲
的要因のさまざまな側面を浮き彫りにすることであ上、1979,4頁)。１１５７年には、二つの組合（国鉄新
ろ｡また本稿の主要な関心が理論的考察にあるため、潟地方労組、国鉄馳能労迎）が政治主義・戦闘的路線
一次資料分析やインタビューによって得られる組合を批判して、国労から分裂した。これら二つの組合
内政治の側面を史料として提示することを目的とはと、１９６０年以降国労から脱退した組合員が合流し
しない。そのため、以下の組合史分析は、すでに発て】962年に新国労（新国鉄労働組合巡合）が地方組■－■▲B__－－－－－◆■－－ケ--■_曰￣-

表されている二次資料に頼る。 織連合体として結成された。国労が政治主義・戦闘
的路線を取ったのに対し、新国労は経済主義・協調
的路線を主張した。１１６８年、新国労は全国単一組
織の鉄労（鉄逆労働組合）に発展的解消をした。分
裂組合の結成による組合員の脱退にもかかわらず、
国労は６０年代以降も国鉄労働者の60-70パーセン

トを組織する最大規模の組合であり、国鉄労働運動
の主導的立場は国鉄分割・民営化直前まで維持され
た（表1-】、1-2を参照)。

国労は最も派閥化した組合の一つであった（図２
を参照)。組合結成当初から右派と左派は激しく対
立した。1947年から１９４９年の人員整理までは、国
労内の派閥抗争は共産党、民同派、革同派の間の対
立であった。４７年の２．１スト以降共産党は国鉄労
働通勤で影響力を伸ばした。共産党の影響が強かっ
たのは、都市部と北海道などの「生活条件の苛烈」
な地域であった。民主化同盟（民同派、結喚当初は反
共同M1と呼ばれた)は､共産党勢力に対抗して47年10
月に結成された。民同派結成に参加した組合員は、
国鉄大家族主義の「下士官的な地位」にあり、組合
が「他の勢力に撹乱」されることに強い抵抗感持っ
たと言われろ（労働争議調査会､1959,54-55,59-60頁)。
革新同志会（革同派）は、４８年に共産党と民同派の
｢中間派」として結成された。革同派結成に参加し
た組合員の性格はさまざまであったが､民同派の｢徒
党的性格」や「ボス的支配」に反発した者、役員に
なるために利用した者、そして容共的立場の者がい
たと言われる（有賀、１９７８上､190頁；労働争議調査会、

(1)組合内政治過程と組合路線の関係について
の仮説

第２セクションでレビューした先行研究から、組
合内政治と組合路線の関係について、次のような仮
説が導きだせる。

仮説Ｉと２は組合幹部の政策選択ディレンマに関
するものである。

①交渉相手との関係が対立関係にある場合、組合幹
部は組合員を動員する政策を取る。一方、組合幹
部がストライキなどによって組合員の動員をする

と、交渉相手は組合の「正統性」を疑うようにな
る。

②組合幹部は交渉相手と協調関係を確立しようとす
る場合、組合員に対して統制を強める。一方、組

合幹部が組合員に対して統制を強めると、組合員
の幹部に対する反発が強まる。

仮説３と４は組合内政治過程に関する相対する二
つのアプローチに基づく。

③組合内政治が「民主主義的」で一般組合員が積極
的に政策議論に参加する場合、組合路線は戦闘的
になりやすい旧)。

④組合内政治で、組合役員（特に職場レベルの役員）
の影響力が強い場合、組合路線は戦闘的になりや

すい。以下の国労の事例研究は、これらの仮説に

基づいて行う。ｆ1959,60頁)。国鉄当局は１１４９年７月に人員整理を
行い、約94,000人の国鉄職員を解雇した。人員整

(2)国鉄労働運動と国労の組合内政治の概要 理は、ドッジ・ラインのもとで国家財政を緊縮する
という経済的目的を持っていたが、同時に共産党員

国鉄労働者が組織した最初の全国規模の組合は、を国鉄労働迦動から排除するという政治的目的も
1946年に地方組織の連合体として結成された国鉄あった（遠藤、１９５４．２】５頁)。そのため、組合執行
総連（国鉄労働組合総連合）であった。翌年、国鉄部の派閥構成は大きく変わり、民同派が圧倒的多数
総連は組織単一化のため解散を決定し、単一組織とを占めるようになった。

,,
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表１－１国鉄内労働組合の組合員数表

出勤労働省：資料労囲l週日力史Ｉ鎧ル】973平版より作Hｆ

表１－２国鉄内労働組合の組合員数表
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組合内政治と組合路線一一国労の瓢例研究を通じた理論的考察

国労 鉄労（新国労）

共 堕党 民同派

派

５

，

民同

左派

民同

右派

新潟や他の地方ラ

職能別労組連合

組

｢･

Ｉ.

動労

鉄産総遮

ＪＲ総連

図２国労内派閥の変週

民同派は、1951年の組合大会で講和条約問題（全
面調和か多数調和か）をめぐり民同左派と民同右派

(新生民同派）に分裂した（図２を参照)。民同派分
裂は外交問題だけでなく、民同派内の組合路線をめ
ぐる対立を反映していた。民同左派は、民同派指導
者が取った「合法闘争」路線（争識行為を禁止した公

労法の制約内で労働運動を行う路線）に限界を感じた

組合員に支持された（村上､】’8】、354-356頁)。
195］年の民同派分裂後、民同左派は組合執行部

で多数派になり、革同派と組んで「実力行使」路線
を取るようになった。一方、民同右派の勢力は凋落
した。革同派は、結成当時は共産党と民同派の抗争

に中立的立場を取ったが、しだいに共産党に接近し
た（有賀、】,７８上、１９０頁)。５０年代後半には、革同
派は民同左派よりも戦闘的な立場をとるようにな
り、民同左派は革同派と組合政策をめぐって対立す
るようになった。そのため、民同左派は、革同派に
対抗するために民同右派に接近した。民同左派の民
同右派に対する接近は、国労内で疎外されていた民
同右派が組合を脱退することを防ぐことも目的とし
た。

しかし、民同左派は民同右派の国労からの脱退を
防ぐことができなかった。1960年まで民同両派は
社会党を支持していたが、1960年に民社党が結成

５７
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されると、民同右派は民社党を支持して社会党支持対しては統制と動員の政策選択のディレンマに立た
の民同左派と対立した。政党支持をめぐる対立は、されたことを示す。
民同右派の国労の政治主義路線に対する批判的態度国労は当局、政府に対して一様に戦闘的政策を
も強めた。１９６０年の組合大会以降、民同右派の地取ったように見られがちである。しかし、国労と当
方組織は国労を脱退し始め、民同右派の大会代議員局の関係に関して言えば、労使間対立が高まった時
は急速に減少した。民同右派脱退後、国労指導部の期と、労使関係が比較的協調的な時期があった。国
主導権は民同左派に握られた。この時期、革同派と労と当局の対立は、三つの時期に高まったと見るこ
共産党の結びつきは強まった(4)。共産党は１９６４年’とができる。１９５７年に起こった労使対立は、当局
春闘において、公労協（公共企業体等労働組合協議会）が行った実力行使参加者に対する厳しい処分による
轍團随｢f'随Iu-22ﾉｺﾞﾐﾉ４ｔ琴呼唾けた声鬮枕あ衆:耐｢皐鍋鍜鐺蝋６
を発表したため、革同派の影響が強い職場はスト指た生産性運動(マル生迎動)をめぐって起こった｡1985
令を返上した。そのため、同年の組合大会では１４８．８７年の対立は、国労が国鉄分割．民営化に反対し
人の革同派組合員が統制処分を受け、革同派の勢たことによって起こった｡仮説１が予想するように、
力は一時的に弱まった（公安惰報､1971風､42-3頁)。６０国労は労使対立が高まった時期に動員に基づいた政
年代末になると、国労指導部に対する新たな反対派策を取ったのだろうか。もし対立的政策を取った場
が民同左派内部で生まれた。協会派（社会主義協会合、当局は組合の「正統性」を疑うようになったの
派）の支持基盤は、社会党左派の社会主義協会が主だろうか。また、仮説２が予測するように、組合幹
張した職場闘争論の影響を受けた比較的若い職場役部が労使関係を安定させるために動員に基づいた政
貝や活動家であった（大概、１９１４，１０９頁)。７０年以策にブレーキをかけ組合員に対して統制を強めた場
降、特に国労の生産性通勤（マル生迦動）粉砕闘争合､組合員の幹部に対する反発は強まるのだろうか。
勝利後、協会派は組合内で勢力を伸ばし、官僚的、結論から先に言うと、仮説】と２の予測は1957年
保守的になりつつある組合指導部を突き上げるようと1,70-71年の労使対立には当てはまるが､1985-87
になる。年の対立には部分的にしか当てはまらなかった。
このように７０年代初めまでに国労の組合内政治

１>1157年の労使対立は、二つの政党支持別派閥（民同左派、革同派）と

一つの「派閥内派閥」（協会派）間の組合路線をめ１９５７年の労使対立は、政府が国労の公労法のス
ぐる対立と妥協によって特徴づけられるようになっ卜禁止を実質的に破った「実力行使路線ｊを問題視
た（図２を参照)。７０年代、民同左派と革同派は一して、国鉄労使関係への介入を強めたことによって
時的に関係を改善したため、組合内の対立は主に民起こった。政府は１，５７年の春闘において労相を議
同左派の組合幹部と協会派系の職場活動家の間で起長とする労働問題連絡会議を組織して、公企体労組
こった。しかし８０年代中頃になると、国鉄分割.の春闘参加に対処した。また、内閣官房長官の石田
民営化の対応をめぐり派閥間の対立が強まった。分博英は､違法行為に対しては｢厳正な処置を講ずろ」
割．民営化が決定的になった１９８６年末の臨時大会と警告して、「対総評強硬路線」の指揮をした（氏
で、国労は分割民営化を受け入れ当局と妥協しよう原､】983,168頁;新jIL1pl4、28-29頁)。政府の強硬
とした民同左派と、分割・民営化にあくまでも反対姿勢にもかかわらず、国労は三波の実力行使をおこ
する革同派と協会派に分裂し、弱体化した（図２、なった。そのため、国鉄当局はそれまでで最大規模
表1-2を参照)。の１１名の解雇を含めた５８２名の組合員の処分を

行った。処分が発表されると、国労は「処分反対闘
(3)組合幹部の政策選択ディレンマ 争」を組織し、春闘を上回る規模の実力行使を行っ

た。国労の方針醤は、大量処分は「当局がやったと
上記した組合内政治の概要が示すように、国労はいうよりは、政府がやった、自民党がやった、資本
民同左派が５０年代初め以降組合指導部の主導権を家陣営がやった」として、処分反対闘争を政治闇争
握った。このサブ・セクションでは、民同左派を組として位圃づけた（労働争議調査会、1959,214頁)。
合幹部を代表する派閥と見なす。そして、「執行部国鉄当局は、処分反対闘争に対するさらに大規模な
派Ｊが交渉相手である国鉄当局と政府に対して協調処分を行い、国鉄労使関係は処分反対闘争と処分の
と対立、組合内の革同派や協会派などの反対派閥に悪循環に陥った。
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民同左派は、５７年７月の新潟闘争激化による新

潟地本分裂までは、革同派と連携して組合の組織の

強化を図った。民同左派と革同派との間の連携は、

１９５７年６月の大会で解雇処分を受けた組合員を三

役に選出したことに示される。被解雇者を三役に選

ぶことで、国労は処分反対闘争を続け、公労法体制

に対して挑戦をする態度を取った。当時公労委委員

長であった藤林敬三はこの大会について、「民同左

派の組合運動の方針が堅持されないで、極左傾向に

対して妙に妥協してしまっている」と評した（有賀、

1978下、179-80頁)。このように、組合幹部は「処分

反対闘争」を組織し、より戦闘的な路線を支持する

革同派との連携を強めることで、動員に基づく組合

政策を選択した。

しかし動員に基づく政策を取ったことで、国労の

労使関係での「正統性」が交渉相手から疑われるよ

うになった。国労が解雇処分者を三役に選出したこ

とに対して、当局は「組合は合法的な代表者を欠い

ているので、協定や協約の締結の方法がない」とし

て四か月の間団体交渉を拒否した。当局の強硬姿勢

には、政府と自民党の強い後押しがあったと言われ

る（国労､1967,706-7頁)。すなわち、処分反対闘争

と処分の悪循環に加えて、労使間が交渉する公式の

場がなくなってしまったのである。

５７年夏に起こった新潟闘争は国鉄労使対立をさ

らに強めたが、同時に組合政策を動員から統制に基

づくものに転換するきっかけを作った。革同派勢力

の影響が強い新潟地本は、処分反対闘争において最

も戦闘的であった。一方、新潟鉄道管理局の河村勝

局長は「新潟地本の体質を変えるために乗り込んで

きたという人物」であった言われる。また、政府・

自民党も新潟闘争を「治安問題」とみなし、当局が

新潟地本に対して強硬姿勢を貫くように強い圧力を

かけた。新潟闘争が泥沼化するなかで、国労本部は

闘争を中止する意見と、「全国的な戦いに発展させ

るべきだ」という意見に分かれたが、最終的に中央

執行委員の多数が闘争中止を支持した。闘争中止の

背景には、新潟地本から組合員の脱退が出始めてい

たことがあげられる。新潟闘争は、新たに】９名の》

解雇者と１０名の刑事事件の被告を出し、さらに新

潟地本から国鉄新潟地方労組分裂のきっかけをつく

り、組合側の敗北に終わった（新川、1994,20-21頁；

国労､1167,702頁;塩田、１，６３を参照)。

新潟闘争中止後も、当局の国労に対する団交拒否

は続いた。この問題について、民同左派と革同派は

違う立場を取るようになった。民同左派は、これ以

上当局・政府と対立を続けることは組合の組織的統

一を脅かすとして、当局・政府と妥協して労使関係

を安定化させようとした。一方、革同派は当局・政

府との妥協を拒否し、処分反対闘争を継続すること

を主張した。そのため、二つの派閥は「藤林斡旋案」

(団交拒否問題を打開するために公労委の藤林委員長が提

案したもの）をめぐり対立するようになった。斡旋

案は、労使関係の正常化のために、組合は臨時大会

を開き委員長と副委員長に解履処分を受けた者以外

を選出することを要求した（国労、１，６７，７０９頁)。
革同派はいったん斡旋案の受諾を容認したが、後に

受諾拒否を主張するようになった。１９５８年１月の

臨時大会では派閥間の合意が得られず、二名の副委

員長のうち一名に解雇されていない者が選出された

にすぎなかった。同年６月の定期大会で、民同左

派は斡旋案の完全な実現をするために、革同派との

提拠を解消して、労使協調路線を取る民同右派と提

槐して革同派に対決する姿勢を取った。民同左派が

民同右派と提携したことで、定期大会は、革同派の

強い反対にもかかわらず、斡旋案通り委員長と副委

員長に被解雇者以外を選出することができた（国鉄、

1958,160,187頁)。

５７年の労使対立において、国労はmll員に基づい

た政策で対応しようとしたが、国労の動員に基づい

た政策に対して、当局は「団交拒否」という形で国

労の「正統性」を認めなくなった（仮説０．そのた

め､組合幹部は政策選択のディレンマに立たされた。

新潟闘争敗北後、国労幹部は当局との関係を安定さ

せるために組合路線を動員から統制に基づくものに

転換した。しかし、幹部が統制を強めると組合員（こ

の場合は革同派）の幹部に対する反発が強まった（仮

説２)。このように、仮説】と２は、５７年の労使対

立における組合幹部の政策選択ディレンマを浮き彫

りにすることができた。

Z)1970-71年の労使対立

１９７０７１年の労使対立は、１９７０年に当局が生産性

運動を導入して戦闘的な国鉄労働者の組合（国労と

動労）の弱体化をねらったことによって起こった。

生産性運動は、６９年５月に国鉄総裁に就任した磯

鏑叡によって導入された。国鉄当局はマル生迦勵を

経済的､政治的理由によって導入した。経済的には、

６９年から実施された国鉄の「再建計画」を円滑に

実行して赤字の解消と経営建て直しをはかるため

に、国労や動労の職場レベルの規制力を弱めようと

した（早川、’981,353頁)。政治的な面では、磯崎
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の国鉄総裁就任の際、政府が磯崎に労働組合に対し

て厳しい態度をとるよう強く注文をつけていた（酒

井､】,83,93頁)。マル生運動は「国鉄再建の精神的

支柱」として、「職員ひとりひとりが積極的に再建

に参画する」ことや「再建については労使一体とな

ること」などを強調した（国労編、1179,66頁)。こ
のような理念に基づき、生産性研修が全国で実施さ

れ、７０年度には約20,000名の職員が研修に参加し
た。またフォーマルな研修以外に、インフォーマル

な職場レベルの研修グループが結成され、約３０万

人（全職員の６５パーセント）が参加したと言われろ

（早川､1,81,354-5頁)。

マル生通勤のもとで進められた職員教育は、必然

的に国鉄の組合運動のあり方にも及んだ。教育プロ

グラムは、国鉄には「階級的闘争主義」をとり国鉄

再建に反対する組合と、「経済主義的」立場で国鉄
再建に協力的な組合があると指摘して、暗に国労と

動労の戦闘的路線を批判した（国労､Ⅱ986,160-1頁)。
マル生運動が70年から７１年にかけて国鉄職員の間

で広がると、国労・動労から鉄労への脱退者が増加

した。７０年４月から７１年１２月の間、国労の組合

員は約２０パーセント減少したが、鉄労の組合員は

同時期約４０パーセント増加した。国労・動労から

鉄労への脱退者が増加した理由については、それま

での戦闘的な組合政策に疑問を持った組合員が自発
的に鉄労に移ったという見方もされた（後藤､1971,

49頁)。しかし、短期間の間に大規模な組合員変動

が起こったのは、職場管理者の不当労働行為（国労
･動労組合員の給料・仕駆上での差別と鉄労加盟への圧

力）によるところが大きい（早川、1181,356-7頁)。
国労はマル生運動に対して批判的態度をとった

が、運動の初期段階では組合組織を脅かす｡bのとし

ては見ていなかった。しかし、国労からの集団脱退

が７０年末ごろから顕著になると、組合幹部はマル

生運動を組合組織に対する脅威として受け止めるよ

うになり、本格的に対策をたてはじめた。国労幹部

は、「階級意識に立った労働組合通勤の継続」を再
確認して、国労の組織力の動員に基づいて国鉄当局
と対抗していく方針を打ち出したく国労、1986.182

頁)。国労は、７１年春闘をマル生反対闘争と位圃付

け、動労と共闘して１９時間ストライキを打ち、公

労協の他組合のスト中止以後もストを継続した。国
労本部と国鉄当局はスト中止のために話し合いを持

ち、「偏向教育・不当差別等不当労働行為は絶対に
おこなわない｣、「組合に対する中傷・誹誘は行わな

い」等の事項を確認した（国労、1186年、185-6頁)。

しかし、国労組合員数はその後さらに早いペースで
減少し続けた。

国労本部は７１年春闘後、当局との確認醐項に基

づいて交渉を通じて生産性教育を中止させる方針を

とった。本部は７１年８月の組合大会で、７１年春闘

の１９時間ストにより「マルセイ運動を粉砕するた

めの職場の反撃体制を確立することが出来た」と評

価して、反マル生運動闘争を集約しようとした。し

かし、革同派や協会派の代議員からは当局との交渉

だけでは闘争は不充分という執行部批判があいつい

だ。そのため、執行部は代議員に突き上げられたか

たちで、「秋から年末にむけて、ストライキを含む

－大抵抗闘争を断固展開する」という方針を打ち出

した（公安悩報､197北、４１頁;有賀、1985,207頁;国
労、1986、I90-l頁；労働省、１９７１，７３６頁)。この大会

で、革同派と協会派の勢力が伸び、国労の組合路線
は一段と戦闘的になった。革同派の中央執行委員は

この大会で２名から５名になり、同派閥の国労指導
部内の影響力が増大した。また、大会で採択された

「生産性運動に反対し、組織の強化・拡大をはかる

闘い」の方針には、職場闘争の強化を主張する協会

派の方針力敏り入れられた（国鉄､1971,137と9頁;有
賀､1985,209-212頁)。

しかし、民同左派が主流の組合本部は、ストを打

てば大量の処分者と脱退者が出て組合組織をさらに

弱めることを予想し、戦闘的な組合路線を推進する

ことをためらった。組合本部は反マル生運動闘争の

焦点を、不当労働行為を裁判所や公労委に提訴する

ことおよび国会やマスコミに組合の立場を訴えるこ

とに移した（大野、1,86,236頁；国労、】986,114-201

頁)。このような「政治問題化」戦略により、国鉄

当局の立場はしだいに不利になった。現場管理者の

不当労働行為の実態がマスコミで広く報道され、公

労委は７１年10月に国鉄当局の不当労働行為を認め

た「命令」を出した。当局は、生産性運動と不当労
働行為は別なものという立場をとって運動を継続し
ようとした。しかし、水戸鉄道管理局能力開発課長
が｢これからは､知恵をしぼった不当労働行為をやっ
ていく」と発言した盗聴テープを国労が発表したた

め、当局は窮地に立たされた。当局は不当労働行為

に対する謝罪文を発表して関係者を処分するだけで

なく、マル生運動自体を中止することになった（国
労､1,86,200-204頁)。

国労は仮説１が予測したように、1970-71年の労

使対立に動員に基づいた政策で対応しようとした。

しかし、マル生運動粉砕について国労内の派閥は合
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意に達していたものの、どのように戦闘的政策を実

行するのかについて派閥間で意見の違いがあった。

民同左派はストなどによる組合員の直接動員より

も、公的機関や社会全体に組合の立場を訴えること

で世論を味方につける戦略を強調した。一方、革同

派と協会派は組合員を直接動員して当局に対抗する

ことを強調した。すなわち、組合幹部は労使対立の

早い段階から動員と統制の政策選択ディレンマに立

たされた。さらに仮説１は、国労が動員に基づいた

戦闘的政策を取った場合、当局は国労の「正統性」
を疑うようになると予測した。マル生運動をめぐる

労使対立の場合、マル生運動が国労弱体化をねらっ

たという意味で、当局は国労の「正統性」に対して

当初から否定的態度を取った。しかし国労のマル生

運動粉砕闘争は､当局の否定的態度をさらに強めた。

当局は５７年の労使対立で行ったように国労との団

体交渉を拒否することはできなかったが(5)、国労

を「正統性」を持った交渉相手として扱わなかった。
そのことは、国鉄当局が７１年春闘スト中止の際国

労に対し行った「不当労働行為は絶対に行わない」
とする確認珈項を「公然とホゴ」にして、その後も

不当労働行為が続き組合員が急速に減少したことに

示されろ（国労､Ⅱ986,186頁参照)。また、組合員動

員を主張する革同派と協会派が動員に積極的でない

民同左派を突き上げたが、それは仮説Ｚが予測する

統制強化による組合員の幹部に対する反発の表れと

見ることができる。マル生運動中止後、組合幹部は

労使関係を安定させるため組合員に対する統制をさ

らに強めようとしたため(6)、組合内において動員
と統制をめぐる議論力橘まった。マル生連動粉砕を

通じて職場での影響力を伸ばした協会派の組合幹部

に対する反発は､特に顕著だった。このように仮説１

とＺは、１９５７年の労使対立ほどはっきりした形で

はないが、マル生運動をめぐる労使対立における組

合幹部の政策選択ディレンマを説明することができ
た。

・民営化計画の答申を「最大限尊重する」とし、国
会に国鉄改革法案を提出した。８６年の衆参同日選
挙で自民党が大勝利をおさめたため、国鉄改革法案
は平穏に可決された（草野､1989,212-3頁)。
８０年代前半の国鉄改革をめぐる政治論議の高ま
りを受けて国鉄当局が合理化のテンポを早めると、
国労内の組合路線をめぐる派閥抗争が活発になっ

た。この時期､国労は合理化､国鉄改革に対して「長

期抵抗路線」を取ったが、当局・政府との交渉を重
視する民同左派とストライキなどの職場レベルの組
合員動員を主張した協会派と革同派が対立した。民
同左派が多数を占める執行部は動員に基づいた政策
を実行することに消極的だったため、国労は８５年
に監理委員会答申に反対する１時間の抗議ストを

行った他は目立った戦闘的路線は取らなかった。

１，８５年７月に監理委員会が国鉄分割・民営化の

計画を答申すると、当局は国鉄改革反対の立場を取
る国労を、改革支持の立場を取る鉄労や動労から孤

立させる政策をとった。当局の｢孤立化政策」は､８５
年１１月の国労との雇用安定協約再締結の拒否（鉄
労、動労とは締結）や、８６年１月の労使共同宣言案

の提示（国労は締結拒否、鉄労、動労は締結）などに

よって進められた。雇用安定協約の失効と労使共同
宣言締結拒否は、組合競合における国労の立場を著
しく不和にした。多くの国労組合員は雇用不安を感

じ始め、８６年】月以降国労からの脱退者数が急速に
増加して、毎月数千からＩ万人にのぼった。組合員
の大量脱退は、それまでで最大の組合の「組織的危
機」を引き起こした。

「組織的危機」により、分割・民営化への対応を
めぐる主流派と革同派・協会派の対立が激化した。
組合執行部は、８６年３月の中央委員会で国鉄改革
に関して社会党案を支持することと､反対闘争は(国
労単独で闘える状況ではないため）「総評の指導」を受
けて進めることを提案した。社会党案の支持は、こ

れまでの分割・民営化反対から民営化は容認して分
割のみ反対という立場への変化を意味した。中央委
員会は、革同派・協会派の勢力が強い東京地本の強
い反対を押しきり執行部提案を可決した（早川、

】992,980-1頁;労働省、１，８６，５７５頁)。また５月の中

央委員会で、執行部は「希望退職の条件付き受け入
れ」や「雇用対策への取り組みの重視」を打ち出し、

｢当局との話し合い路線」に傾いていった（早川、
ll9Z、９８１頁)。執行部が組合方針を大きく転換した

のは、７月の衆参同日選挙の自民党の勝利と社会党
の敗北によって国鉄分割・民営化が確実になってか

3)1185-1187年の労使対立

1985-87年の労使対立は、国鉄分割・民営化をめ

ぐり起こった。８７年４月の国鉄分割・民営化に至

る政治過程は、７９年の第二臨調（臨時行政調査会）

の設圃に始まった。臨調は82年に国鉄、電電公社、

専売公社の民営化（国鉄の場合分割・民営化）を答申

した。政府は臨調答申に基づき国鉄再建監理委員会

を設置し、国鉄改革の具体的な計画の検討にあたら

せた。政府は、８５年に出された監理委員会の分割
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らである。同月開催された組合大会で、山崎俊一委組合員を統制して組合組織の統一を保つことを要求
貝長は「戦術上の諸問題についての決断は中闘委にされた｡しかし､統制に基づいた政策には限界があつ
－任」を要請し、「大胆な妥協も必要」であると述た。組合幹部は組合組織を維持するため、組合路線
べた｡革同派と協会派は執行部案に強く反発したが、を根本的に転換して労使共同宣言を受け入れようと
「緊急重要な課題については、事前または事後に機したが、革同派、協会派の抵抗を押さえることがで
関に諮る」という妥協案を受け入れたため組合分裂きず執行部案は臨時組合大会で否決されてしまっ
は一時的に回避された（公安慨報、1986,46-7頁)。た。なぜ、国労幹部は統制を強めて組合組織の統一
国労執行部は総評の指導のもとに、「これまでの閾・を維持できなかったのだろうか。この問題について
篭了切雛L墜騨圖鬘富を受け入れる方針をは､政治過程力鶴路廠'２夜i翻自;蕊'乱
決定し、中間妄に諮ろうとした。しかし、東京地本て分析する際に検討する（第４セクションを参照)。
青年部などの抗議行動によって、執行部は中闘委を

開催することができず、執行部方針を臨時大会に諮(4)組合内政治過程一組合民主主義と戦闘的ろことになった（早川、１９９２，，８２頁；労働省、１９８６，

６３２頁)。８６年１１月の臨時大会で、執行部の労使共 政策の関係

同宣言締結案は否決された。この時点で、国労の分仮説１と２は組合幹部が選択する政策について予
裂は決定的になった。国労執行部は革同派・協会派測したが、仮説３と４は政策選択における組合内の
の主導に移り、民同左派は大会後国労を脱退して鉄政治過程について相対するモデルを提示する。この
道産業組合総連合（鉄産総辿）を結成した（図’をサブ・セクションでは、仮説３と４を国労の事例に
参照)。このように、国労は派閥抗争激化のため銃あてはめ、組合の戦闘的路線と組合民主主義の関係
一した行動が取れなくなり、国鉄当局の国労孤立化について考察をする。仮説３は、戦闘的路線の主な
政策に対して有効な対抗手段を取れぬまま分裂、弱支持層は一般組合員(mnk-and-nlc）なので、そのよ
体化した。うな路線を組合民主主義の反映と見なす。一方仮説
1185-87年の労使対立において､国労幹部は仮説１４は、戦闘的路線の主な支持層は組合役員なので、

が予測するように組合員動員に基づいた戦闘的政策官僚的な組合でもそのような路線を選択することが
を取らなかった。革同派、協会派の突き上げにもかあると予測する。
からわず戦闘的政策を取らなかったのは、組合幹部組合内政治は何をもって「民主主義的」であると
が戦闘的政策は雇用不安を感じている一般組合員の言えるのか。田端博邦は日本の化学産業組合の分析
脱退を促して組合組織を弱めると判断したためと考で､組合民主主義には二つの要素があると指摘した。
えられる。国労の当局に対する態度は守勢的であっひとつは「制度的手続き要素」で、具体的には「ラ
たが、当局は国労の労使関係においての「正統性」ンクアンドファイルの一般組合員の発言権が実態的
を認めず、分割・民営化を支持する組合から国労をにどの程度組合意志の形成に反映されているか」と
孤立させ国労からの大量脱退を促進する政策を取っいうことである。ふたつには、「組合員個人の権利
た。すなわち仮説１が予測したように、当局は国労や自由が最大限に保証されてされる」ことで、具体
が戦闘的政策を取ったために組合の｢正統性｣を疑っ的には「少数意見者の批判の自由と言論の自由」が
たのでなく、分割．民営化をめぐる労使対立の当初保証されているかということである(田端､1189,18-1,
から国労の「正統性」は否定していたのである。国頁)。また、Ｊ,ステパンーノリスとＭ・ザイツリンは
鉄分割・民営化をめぐる労使対立に仮説１が当てはアメリカにおける組合民主主義と組合路線の関係の
まらなかったのは、労使対立が通常の労使関係の枠研究で、田端の提示した二つの要素以外に、一般組
内ではなく、高度に政治化した文脈一一分割・民営合貝の政策決定過程への積極的参加を組合民主主義
化を通じて国労を解体して労使関係を根本的に改革の条件とした（SIcpa酢NomsandZeil】in,1995:83⑭834)。
することをねらった国家政策(7)－の中で起こつすなわち、一般組合員の意見が組合の政策決定に反
たからではないだろうか。仮説２が予測した、組合映される制度が整っていることだけではなく、組合
員に対する統制強化による組合内の軋礫について貝が実際に組合政治に参加するかどうかが組合民主
は、85-87年の労使対立に当てはまると考えられる。主義の指標になることを示した。組合民主主義の指
すなわち､国労幹部は当局と政府との交渉を重視し、標をまとめると、組合民主主義は①制度的要因（組
また危機が深まると「総評の指導」に従ったため、合組織の分権度や組合週挙のルールなど一般組合員の政
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策決定参加を規定するもの)、②権力的要因（執行部に組合内に反執行部勢力が存在することが必ずしも民
対する反対勢力の存在、またはそのような勢力を形成す主主義的な組合組織を意味しないことを示す。
ろ自由)、③主体的要因（一般組合貝の組合内政治への

樹極的参加）から構成されていると見ることができ
ｚ)主体的要因る。

このような組合民主主義の指標は、国労にどの程一般組合員は、どの程度積極的に組合政策形成に
度当てはまるのだろうか。すなわち、国労の組合内参加していたのか｡一般組合員が組合に接するのは、
政治はどの程度民主的であったのだろうか。本稿で主に分会の活動を通じてである。分会レベルの組合
は主に権力的要因と主体的要因について簡単に触れ活動の中心は分会役員であるが、分会役員と一般組
ろ。

合員の距離の近さ・遠さが、一般組合員の組合政策
形成への参加の程度を示すと考えられる。距離が近
い場合、仮説３が予測するように一般組合員を戦闘
的組合政策の支持層と見ることができる。一方、距
離が遠い場合、仮説４が予測するように組合役員を
戦闘的路線の支持層と見ることができる。国労には
約2,700の分会（1982年当時）があり、一般組合員
の組合活動への参加形態は分会ごと、または時代に
よって違うため、一般化するのは難しい。ここでは

二次資料に基づき、分会役員と一般組合員の関係に
ついてわかる範囲のことをまとめろ。

遠藤公閾の１９５０年代における国労Ｓ駅分会事例
研究は、国労と当局・政府の関係が対立的であった
1950年代においては分会役員と一般組合員の距離
は比較的近かったことを示唆している。５０年代、
国労は政府の仲裁裁定の完全実施を求めて「実力行
使」を行い当局・政府と対立した。遠藤によると、
このような対立関係によりＳ駅の分会活動は活発化
して、分会役員を中心とした「運動主体」が形成さ
れていった。分会役員は、一般組合員を闘争に動員
するために、職場懇談会を「恒常的に組織」して、
職場討議を促進して一般組合員の要求を積極的に分
会の政策に反映させようとした（遠藤、I981Lこの
ように、遠藤の研究の事例（ｓ駅分会）に関して言
えば、分会が取った政策は一般組合員の意見を反映
していたと見ることができる（仮説3)。

一方、1970年代・80年代初期の国鉄職場調査は、
マル生運動中止後の相対的に安定した労使関係のも
とで一般組合員と分会役員の距離が広がっているこ
とを示した。遠藤公廟は三つの電車区、二つの駅、

１)権力的要因

国労は執行部主流派（民同左派）に対する反対勢
力（革同派と協会派）が継続して存在していたとい

う点で、権力のチェック．アンド・バランスが組合
内である程度達成されていたと見ることができる。
多くの民間大企業労組で労使協調を支持する主流派
が反主流派勢力を組合機関から排除して組合内政治
をｒ非政治化」したのに対して、反執行部勢力が国
労内に存在し続けたことは特記すべきであろう。
主流派と反主流派の派閥抗争は組合組織にどのよ

うな影響を及ぼしたのだろうか。派閥間の競争は、

組合選挙や闘争の際に組合内の討議を活発にし､｢労
働者の意識を強め」た積極的な面もあった（山田、
1963,67頁)。しかし、派閥は組合役員の登用・昇
進のルートとして機能することで組合の官僚主義傾

向を促進した。ある組合活動家は、国労内の派閥の
このような機能を以下のようにまとめている。

大多数の組合活動家は、役員にうってでようとす

れば、そのいずれかの学校［派閥のこと］に入るの
が常道とされている。.．…･職場によって、あるいは

地域によって各派の地盤が決まっていろ。したがっ

てこのなかから役員選挙に立候補しようと思えば、

自分力転勤するか、その職場・地域を牛耳っている
学校に入らなければ、まず当選はむずかしいといっ

てよいだろう。.…..こうしてある一定の年期をすご

すとその学校の年功序列で、または才能がみとめら
れると支部から地方本部、さらに地域本部、中央本．

部と累進していくことになる(溢原､】964,49-50頁)。二つの機関区の調査を行い、国労・勤労が職場レベ
ルにおける労働条件や賃金に関する規制力を強めた

また、複数の派閥が存在する場合でも、組合役員反面、現場協議の傍聴者の減少、幹部請負化などの
や幹部の選出は一般組合員の討議を経ずに、派閥間問題に直面していることを指摘した（遠藤、1971)。
の「話合いだけで立候補者が決められ、信任され」一般組合員と分会役員の距離は、1983年に実施さ
る場合が多かったと言われる（吉井、１，７２．Zl7-218れた分会の運営と活動に関する調査によっても示さ
頁；有賀、1,75,29頁)。このように国労の事例は、れろ。調査によると、「まったく自由な選挙」や「交

１
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国労の組合路線に対してどのような長期的影響を

持ったのだろうか。すなわち、どのように組合内政

治は組合路線に独自の影響を及ぼしたのだろうか。

国労の事例分析によると、組合幹部（民同左派）が

労使関係を安定させるために、動員に基づいた政策

にブレーキをかけ組合員に対して統制を強めた場

合、職場レベルの組合役員（革同派、協会派一特に後

者）の組合幹部に対する反発が強まった。そして、

労使対立の時期における組合幹部の職場レベルの組

合役員に対する統制力が、１９５７年、1970-71年、そ

して］985-87年の労使対立という順に弱まっていっ

た。このように、組合幹部の選択する組合路線、す

なわち組合行動（unionbchavior)が交渉相手との関

係よりも組合内部の軋礫によって制約されるように

なったのは、組合内政治が独自の影響を組合行動に

及ぼしたとことを示唆する。

このような、組合内政治の独自の影響を考察する

ヒントは、Ｍ、ゴールデンのイタリア金属産業の労

働通勤の研究から導き出せる。彼女は、金属労働者

組合(PLM)(8)の戦闘的政策を組合の「組織行動の論

理」（the1ogico｢organizalionalbehavior)によって説明す

る。この概念は、組合の戦略、政策、組織形態に対

する志向を指す。このような志向は、組合史の重要

な転機においていったん形成されると、外部環境と

は相対的に独立して組織内で再生産される。彼女に

よると、ＰＬＭが戦闘的な「組織行動の論理」を形

成した重要な転機は、１９６９年に起こった大規模な

一般組合員の反乱（･･holautumn")であった。この反

乱により生まれた新しい世代の戦闘的組合役員は、

新たに設立された職場協議会に積極的に参加するこ

とによって、職場レベルの戦闘性を促進して「組織

行励の論理」を再生産していった。７０年代末にイ

タリアの経済状態が悪化すると、国家レベルの労働

団体(CGIL,C】SLPlL)はストライキの自粛や賃上げ要

求額の抑制などの協調的な政策を政府に対してとる

ようになったが、ＦＬＭはこのような国家レベルの

組合指導者の協調政策に強硬に反対した。ゴールデ

ンは、ＦＬＭが組合政策転換に柔軟でなかったのは、

６０年代末に形成された「組織行動の論理」が８０年

代に入っても組合役員によって再生産され続けたこ

とによると論じた(Golden,1988)。

国労の場合もイタリアのPLM同様に、戦闘的な

｢組織行動の論理」が形成・再生産されたと見るこ

とができる。国労の「組織行動の論理」は、］950

年代後半から］960年初めにかけて生まれた。１９５０

年代後半、政府が国労の「実力行使路線」を治安間

替方式」で分会役員を選出している分会は、それぞ

れ］7.5パーセント、１３５パーセントであったのに

対し、分会役員候補者は「活動家グループ等のなか

から事前に調整して」決めているという分会は６５.】

パーセントもあった（国鉄労使関係研究会、1984)。す

なわち、７０年代、８０年代初めにおける国労の（労

働条件・賃金の規制力強化という意味での）戦闘的政策

を推進したのは、一般組合員ではなくて職場レベル

の組合役員であると見ることができる（仮説4)。

もし、これらの事例研究がそれぞれの時期におけ

る分会活動の一般的傾向を示唆するとしたら、国労

内の政治過程は５０年代と７０年代では違った形で展

開したと言える。先行研究レビューで、組合内政治

の展開は労使関係の文脈によって影響されることを

指摘したペルセクのＵＡＷの事例研究をあげたが、

国労の場合もＵＡＷと同様に組合内政治の展開が

変化したと考えられろ。すなわち、５０年代の組合

と当局・政府の対立関係のもとでは、一般組合員の

組合内政治参加は比較的に積極的であった｡一方､７０

年代における労使関係の相対的安定化は、一般組合

員の分会活動への関心を低下させ、分会役員だけが

組合内政治に積極的に参加するようになった。組合

役員と一般組合員の乖離は、８０年代中頃に国鉄分

割・民営化をめぐり労使関係が再び緊張すると、さ

らに進んだ。職場レベルの組合役員．活動家は分割

･民営化反対を主張して当局との妥協を探ろうとし

ていた組合幹部と対立したが、多くの一般組合員の

関心は組合内政治ではなく自らの雇用安定に向けら

れた。８６年から始まった国労組合員の大量脱退は、

このような一般組合員と組合役員の乖離によるとこ

ろが大きいと考えられる。

このように、国労の組合民主主義の主体的要因は

少なくとも１９７０年以降弱かった。戦闘的組合路線

は一般組合員の積極的に参加による組合民主主義よ

りも（仮説〕)、「幹部請負化」などに見られる組合

組織の官僚化（仮説４）を反映したものと見ること

ができる。

4.政治過程の組合路線への影響

第３セクションは、組合内政治の二つの側面一

組台幹部の政策選択ディレンマと一般組合員と組合

役員の関係一について分析した。そして、組合は

外部環境に一様に反応する「統一的アクター」では

なく、内部に政治ダイナミズムを持っていることを

示した。このような組合内の政治ダイナミズムは、
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題と見なし国労と直接に対立したことは、国労路線年代に影響力が強かった「多元主義」理論は、労働一□■■.-.--_

を少なくともたてまえの上では反保守政権、階級闘
争に志向させた。そして、１，６０年代初めに国労と

新国労（民同右派が国労から脱退して結成した第二組合）
が競合関係に入ると、国労は職場活動家を育成して

職場組織を強化することで競合組合に対抗した（国
鉄､116Z、24頁)。このように、政府との直接対立と

第二組合との競合という組合史における重要な転機
を通じて形成された国労の「組織行動の論理」は、
反保守政権、階級闘争を唱えた組合政策と、職場組

織を重視した組織形態によって榊成された｡さらに、

１９６８年に現場協議制度が成立して団体交渉が職場

レベルに分散化すると、「組織行動の論理」は現場

協議制度を通じての職場闘争という具体的な組織形
態を取るようになった。

１９６０年代末以降、「組織行動の論理」は現場協議

制度にコミットした組合役員・活動家によって再生

産された。７０年代初めのマル生運動をめぐる労使
対立では、職場レベルの役員や活動家が反マル生闘
争の先頭に立った（大鍬、１，９４，１０９頁)。国労の反
マル生闘争での「勝利」によって、彼らは現場協議

制度へのコミットメントを強め、組合員に対する統
制を強めようとした組合幹部と対立するようになっ

た。このように「組織行励の論理」は、外部環境（例
えば国鉄経営の危機）から相対的に独立して組織内

で再生産された。国鉄分割・民営化における国労の

組織的危機において、国労が柔軟に路線転換して組
織を維持できなかったのは単に派閥間の路線をめぐ

る対立が激化したからだけではない。国労が政策選

択での柔軟性を持たなかったのは、労使共同宣言を

受け入れ当局・政府と妥協するという組合政策は組
合の「組織行動の論理」を正面から否定することに

なったからである。そのため、８６年秋の臨時組合

大会で労使共同宣言を受け入れるという執行部案
は、それまで「組織行動の論理」を再生産してきた

職場レベルの役員・活動家（具体的には彼らの利益を

代表する代議員）によって否決されたのである。こ

のように、組合内政治は「組織行動の論理」の再生

組合などの利益集団が社会的・経済的利益を代表す
ること、利益集団間の競合が「政治」を形成するこ

とを前提としていた。すなわち、「政治」は社会的
・経済的関係の反映であると見なされた。このよう
な理論に対し、Ｔ・スコッチポルなどの政治社会学
者は、国家の政策、櫛造が社会的・経済的関係を形
成するという「国家の相対的自律性」を指摘した
（SkocpoLI985)。すなわち、彼女らは国家レベルの

「政治」がむしろ利益集団の関係を規定する可能性
を主張したのである。「国家の相対的自律」論に始
まった「政治」によって社会・経済関係を説明する
研究は、しだいに分析対象としての「政治」の範囲
を広げた。最近の研究は、「階級内政治」（inlm-cIass
poliIics)や「交叉的階級政治」（Cross宅lasspoIilics)など
のメゾまたはミクロ・レベルの政治を分析対象にし
て、労働組合や労使関係制度の形成・変容を説明し
ている(例えば、SIcpan-NomsandZeitIin,l989BSwenson，
1991,1992)。組合内政治研究は、このような広義な

意味での「政治」によって社会・経済関係を説明す
る研究の一部と位置付けることができる。
このような、「政治」に対する研究視角の変化に

より、「利益」に対する分析アプローチも変化した。
多元主義的アプローチは、利益集団の行動は社会や
経済構造を反映するものとして見ろ。すなわち、利
益集団の代表する利益は集団の社会的、経済的文脈
によって定義され、利益形成に政治過程は関与しな

いことを前提とする。一方、「政治の相対的自律性」
の立場を取るアプローチは、利益の定義は政治的な
ものであると論じる。すなわち、社会的、経済的文
脈は利益集団の代表する利益をある程度規定する
が、本質的な利益(にaIintcrcsts)を定義するわけでは

ない。利益集団が代表する具体的な利益は集団内の
アクター間の対立や妥協の結果決まるとする

(S1cpan-N・msandZeitlin,1,89うBcrgcr,1981)。
組合内政治の分析は、政治が労働組合の代表する

利益の形成において果たす役割を具体的に示す。本
のように、租台円政治は’駐li93i行動の論理」の再生穂の国労の事例研究は、組合の戦闘的路線は組合の
産による戦闘的路線の「増幅」という形で、組合行，経済的、制度的、社会的文脈の反映だけではなく、
勘に独自の影響を及ぼした。組合内政治の独自のダイナミズムがそのような路線

を増幅したと論じた。また、本稿の分析では詳細に

5.利益形成における政治の役割一結示すことができなかったが､組合内政治が違った形
ぴにかえて で展開していたのならば、国労の組合路線の内容も

運っていた可能性があったことも示唆した。国労の
組合内政治の研究は、政治社会学の分野の理論に場合、１９５０年代後半の国家労働政策が国労に対し

おいてどのような位履を占めるのだろうか｡1150.6ｏて敵対的であったことが、戦闘的な「組織行動の論
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の発言によって示唆される。彼は「国労と動労を解

体しなければダメだ。戦後の労働通勤史の終焉を、

国鉄分割によって目指す｣と発言した(石川他､l91l、

２１４頁)。

(8)ＦＬＭ(FcdcTazioncLavoTatouiMeIaImcccanici)は、

イタリアの三つの国家レペルの労働団体（CGIL，

ＣＩＳＬ,UIL)に属する金属労働組合の迎合体で、イタ
リアの組合に組織された労働者の三分の－を占め

る。

理」を形成する要因になった。もし、国家と組合の

関係がこれほど対立的でなかったら、安定した労使

関係を主張する勢力の影響が組合内政治のなかで

もっと強まり、国労と新国労の分裂は起こらなかっ

たかもしれない。その結果、国鉄の労使関係は電電

公社の労使関係のようなより安定したものに発達し

たかもしれない。このように、組合内政治と広義の

労働政治（国家と労働迦動の関係）の関連に注目する

ことで、経済・社会的楢造→政治という因果関係の

流れを留保して、政治が労使関係制度形成において

果たした役割を明確にすることができる。
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